
収　　　　 　　　　入

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

１. 水 道 事 業 収 益 2,597,310

１. 営 業 収 益 2,171,884

１. 給 水 収 益 2,068,673 水道料金

２. そ の 他 営 業 収 益 103,211 加入金・手数料及び一般会計からの消火栓維持管理費負担金

２. 営 業 外 収 益 425,426

１.
受 取 利 息
及 び 配 当 金

872 預金利息

３. 長 期 前 受 金 戻 入 129,691 補助金等により取得した資産の減価償却費相当分の収益化

４. 雑 収 益 156 雇用保険料立替分及び証明書発行手数料等

５. 消 費 税 還 付 金 1 消費税還付金

平成２７年度　神栖市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

一般会計からの営業助成金294,706２.他　会　計　補　助　金

項款 目 予定額



支　　　　 　　　　出

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

１. 水 道 事 業 費 用 2,525,830

１. 営 業 費 用 2,430,752

１. 受 水 費 1,395,481 茨城県からの供給を受ける受水に要する費用

２. 配 水 及 び 給 水 費 184,896 配水場の維持管理及び配水管の漏水修理等に要する費用

４. 総 係 費 128,539 職員の人件費及び事業活動全般に要する費用

５. 原 水 及 び 浄 水 費 14 送水設備に係る土地賃借料

６. 減 価 償 却 費 541,994 固定資産の減価償却費

７. 資 産 減 耗 費 77 たな卸資産減耗費

２. 営 業 外 費 用 94,078

３．消 費 税 2,500 消費税及び地方消費税の納付税額

３. 予 備 費 1,000

１. 予 備 費 1,000

雑　　　　支　　　　出

業 務 費 179,751 使用量の検針及び料金収納等の業務委託及び検満による量水器取替え手数料等に要する費用

企業債の利息に要する費用

２.

１.

３.

支払利息及び消費税以外の営業外費用

91,478

100

支　　払　　利　　息

款 項 目 予定額



収　　　　 　　　　入

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

１. 資 本 的 収 入 1,101,353

１. 企 業 債 392,900

１. 企 業 債 392,900 建設改良費に対する企業債

２. 出 資 金 657,343

１. 出 資 金 657,343 配水管布設拡張及び配水場更新整備費等の建設改良費に対する一般会計からの出資金

３．負 担 金 11,794

１. 負 担 金 11,794 消火栓設置工事費に対する一般会計からの負担金

４．国 庫 支 出 金 39,316

１. 国 庫 補 助 金 39,316 配水管布設拡張及び配水場更新整備費等の建設改良費に対する国庫補助金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予定額



支　　　　 　　　　出

（単位　千円）

備　　　　　　　　考

１. 資 本 的 支 出 1,465,984

１. 建 設 改 良 費 1,243,781

１. 配 水 施 設 拡 張 費 200,686 配水管布設拡張整備費等に要する費用

２. 設 備 改 良 費 152,820 配水施設の改良工事に要する費用

３. 鰐川配水場建設改良費 8,640 鰐川配水場発電機電源装置工事費用

４. 知手配水場建設改良費 881,635 知手配水場更新工事に伴う配水池及び配水塔築造工事費用

２．資 産 購 入 費 3,651

１. 固 定 資 産 購 入 費 3,651 量水器の購入に要する費用

３. 償 還 金 218,552

1 企 業 債 償 還 金 218,552 企業債の元金償還に要する費用

款 項 目 予定額



（単位　千円）

1
当年度純利益 45,307
減価償却費 541,994
貸倒引当金の増減額（△は減尐） 16,476
賞与引当金の増減額（△は減尐） △ 971
長期前受金戻入額 △ 129,694
受取利息等 △ 872
支払利息 91,478
固定資産除却費 77
未収金の増減額（△は増加） △ 43,847
未払金の増減額（△は減尐） 1,613
　　　小計 521,561
利息等の受取額 872
利息の支払額 △ 91,478
業務活動によるキャッシュ・フロー 430,955

2
有形固定資産の取得による支出 △ 1,155,299
工事負担金による収入 10,786
国庫補助金等による収入 39,316
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,105,197

3
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 392,900
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 218,552
他会計からの出資による収入 657,343
財務活動によるキャッシュ・フロー 831,691

157,449
1,210,011
1,367,460

資金期首残高
資金期末残高

平成２７年度神栖市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減尐額）



企業債 出資金 国庫補助金
当年度損益勘
定留保資金

27 881,635 290,900 540,559 19,316 30,860 881,635 881,635 31.4

28 1,923,934 639,100 1,175,890 49,050 59,894 1,923,934

計 2,805,569 930,000 1,716,449 68,366 90,754 881,635 881,635 1,923,934 31.4

（単位　千円）

全　体　計　画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　継　続　費　に　関　す　る　調　書

款 項 事業名
前前年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払
義務発生
(見込)額

当該年度支
払義務発生

予定額

当該年度末ま
での支払義務
発生予定額

継続費の総
額に対する
進捗率（％）年度 年割額

１資本
的支出

１建設
改良費

知手配水場
更新事業

左の財源内訳 翌年度以降
の支払義務
発生予定額



（単位　千円）

(1)

ア 40,201

イ 373,498

△ 80,666 292,832

ウ 20,218,412

△ 7,570,612 12,647,800

エ 1,812,113

△ 986,028 826,085

オ 8,522

△ 7,873 649

カ 3,624

△ 2,717 907

13,808,474

(2)

ア 299

299

13,808,773

(1) 1,367,460

(2) 432,443

△ 58,844 373,599

(3) 18,908

1,759,967

15,568,740

電 話 加 入 権

固 定 資 産 合 計

2 流 動 資 産

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

平成２７年度　神栖市水道事業予定貸借対照表

（平成２８年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産1

構 築 物

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具 及び 備品

資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

無 形 固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金



(1)

ア 4,130,195

イ 83,800

4,213,995

4,213,995

(1)

ア 216,568

216,568

(2) 117,517

(3)

ア 7,165

7,165

(4) 44,095

385,345

4,960,366

△ 1,992,492

2,967,874

7,567,214

6,456,642

(1)

ア 227,048

イ 1,317,836

1,544,884

1,544,884

8,001,526

15,568,740

長 期 前 受 金

未 払 金

繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

企 業 債 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

そ の 他 流 動 負 債

負 債 資 本 合 計

5

剰 余 金

3

負 債 合 計

減 債 積 立 金

利 益 剰 余 金

資　　本　　の　　部

資 本 金6

7

4

負　　債　　の　　部

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

固 定 負 債

企 業 債 合 計

企 業 債

流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

引 当 金 合 計

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債



（単位　千円）

1 営　　　 業　　　 収　　　 益

1,932,131

97,677 2,029,808

2 営　　　 業　　　 費　　　　用

1,273,207

154,389

160,940

143,293

14

547,967

77 2,279,887

250,079

3 営     業     外     収     益

825

223,680

132,791

1,158 358,454

4 営     業     外     費     用

95,203

97 95,300 263,154

13,075

5 特　　　別　　　損　　　失

34,150 34,150 △ 34,150

21,075

196,171

1,489,775

1,272,529

長 期 前 受 金 戻 入

（１） そ の 他 特 別 損 失

その他未処分利益剰余金変動額

（４） 雑 収 益

（２）

前 年 度 繰 越 欠 損 金

経 常 利 益

当 年 度 純 損 失

（２）

（１）

（２）

（６） 減 価 償 却 費

（７） 資 産 減 耗 費

（３）

営 業 損 失

他 会 計 補 助 金

雑 支 出

支 払 利 息

（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金

（２） そ の 他 営 業 収 益

（１） 受 水 費

（５） 原 水 及 び 浄 水 費

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

平成２６年度　神栖市水道事業予定損益計算書

（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日）

（１） 給 水 収 益

（４）

配 水 及 び 給 水 費

（３） 業 務 費

総 係 費



（単位　千円）

(1)

ア 40,201

イ 373,498

△ 73,858 299,640

ウ 19,074,763

△ 7,126,438 11,948,325

エ 1,800,615

△ 895,610 905,005

オ 8,522

△ 7,531 991

カ 3,624

△ 2,541 1,083

13,195,245

(2)

ア 299

299

13,195,544

(1) 1,210,011

(2) 388,596

△ 42,368 346,228

(3) 18,909

1,575,148

14,770,692

平成２６年度　神栖市水道事業予定貸借対照表

（平成２７年３月３１日）

資　　産　　の　　部

1 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具 及び 備品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

2 流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計



(1)

ア 3,953,863

イ 83,800

4,037,663

4,037,663

(1)

ア 218,552

218,552

(2) 115,904

(3)

ア 8,136

8,136

(4) 44,095

386,687

4,910,264

△ 1,862,798

3,047,466

7,471,816

5,799,299

(1)

ア 227,048

イ 1,272,529

1,499,577

1,499,577

7,298,876

14,770,692

負　　債　　の　　部

3 固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

4 流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

5 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

6 資 本 金

7 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計



１.

・

・ 定額法による。
・

１７～６５年
１０～５８年
　６～１６年
　４～　６年
　５～２０年

２.

３.

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品

賞与引当金イ

構築物

減価償却の方法
主な耐用年数
建物

先入先出法による原価法

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額

法定福利費引当金
に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

機械及び装置

器具及び備品
車両運搬具

おける支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。
エ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，

平成２７年度会計に関する注記表

重要な会計方針

有形固定資産の減価償却の方法

引当金の計上方法

(2)

(3)

平成２７年６月に，平成２６年１２月分から平成２７年３月分の賞与及びそれに係る法定福

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
(4)

利費を支給することになるため，賞与引当金及び法定福利費引当金を取り崩す。

予定貸借対照表に関する注記

ウ

額を計上している。
消費税及び地方消費税の会計処理

賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末に

リース契約により使用する固定資産
リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっている。

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込

ア 退職給付引当金
拠出して以降の追加負担金は一般会計がその全部を負担することとなっているため

退職給付引当金は計上していない。



１.

・

・ 定額法による。
・

１７～６５年
１０～５８年
　６～１６年
　４～　６年
　５～２０年

２.

３.

４.

た資産で，取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を
除いた全ての資産（ただし，補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は
除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。

所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっている。
その他の注記
みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に
資本剰余金として整理している額については，平成２６年３月３１日以前に取得又は改良し

予定貸借対照表に関する注記
賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

平成２６年６月に，平成２５年１２月分から平成２６年３月分の賞与及びそれに係る法定福
利費を支給したため，賞与引当金及び法定福利費引当金を取り崩した。
リース契約により使用する固定資産
リース会計に係る特例措置

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込
額を計上している。

(4) 消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

ウ 法定福利費引当金
職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末に

おける支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。
エ 貸倒引当金

拠出して以降の追加負担金は一般会計がその全部を負担することとなっているため
退職給付引当金は計上していない。

イ 賞与引当金
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額

に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

機械及び装置
車両運搬具
器具及び備品

(3) 引当金の計上方法
ア 退職給付引当金

(2) 有形固定資産の減価償却の方法
減価償却の方法
主な耐用年数
建物
構築物

平成２６年度会計に関する注記表

重要な会計方針
平成２６年度より，改定後の地方公営企業会計基準を適用して，財務諸表等を作成している。

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品 先入先出法による原価法



１.　総　　　括

135,164

108,855

135,164

△ 26,309

（単位　千円）

△ 3,602 △ 26,309

△ 2,820 △ 5,275

9,832 14,831

△ 14,121

18,787

児童手当

　　　　　与　　　　　　　費

賃　金

給　　与　　費　　明　　細　　書

△ 48

54,362

△ 14,121

△ 6,510

管理職
手　当

335

3,345

3,960

△ 615

2,242

2,577

△ 180 1,100

216

324

△ 108

1,698

1,1001,518

本年度

前年度

損益勘定支弁職員

職　員　数

一般職特別職

合　　　　計

区　　分

比　較

損益勘定支弁職員

合　　　　計

資本勘定支弁職員

合　　　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

△ 1

手

当

の

内

訳

本　年　度

前　年　度

比　　　較

区　　　分 扶養手当 地域手当

△ 1

住居手当

1,500 12,277 9,5567,012

1,548

退職手当
負 担 金

通勤手当
時 間 外
勤務手当

期末手当 勤勉手当

△ 22,707△ 8,586

92,191

114,898

40,241

　給

手　当

40,241

計

92,191

60,536

△ 8,586

20,266

△ 3,602

114,898

△ 22,707

（単位：　千円，人）

20,266

108,855

合　　計

16,664

法定福利費

16

16,664

54,36260,536

51,95015

16

給　料

51,95015

報　酬

合　　計

1,140

1,140

0

40,241

54,362

△ 14,121



２.　給料及び職員手当等の増減額の明細

区　　　　　分 　内　訳（千円） 説　　　明

494

△ 9,080

△ 7,172

３.　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　区　　　　　　　　分

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

（２）初任給

142,100

174,200大　　学　　卒

区　　　　分
一　般　行　政　職 （円）

一　般　行　政　職（円）

146,500

180,800

平 均 年 齢

高　　校　　卒

平成２６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平成２７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額

給　　　　　料 △ 8,586

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

平 均 給 与 月 額

△ 14,121

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 △ 6,949

そ の 他 の 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 分

職 員 手 当

323,979

増　減　額（千円） 増　減　事　由　別 備　　考

366,225

43歳1月

国 　の　 制　 度

一般行政職

306,356

364,413

40歳4月



（３）級別職員数

構成比（％）

1 級 1 6.2

2 級 3 18.8

3 級 7 43.7

4 級 3 18.8

5 級 2 12.5

6 級

7 級

16 100.0

1 級 1 6.25

2 級 2 12.5

3 級 6 37.5

4 級 5 31.25

5 級 1 6.25

6 級 1 6.25

7 級

16 100.0

一　般　行　政　職

区　　　　分

級

平成２７年１月１日現在

計

職員数（人）

計

平成２６年１月１日現在



一

般

行

政

職

（級別の標準的な職務内容）

区　分 職務の級 標　準　職　務

１　級
１　主事の職務

２　主事補の職務

２　級 １　主事の職務

３　級
１　係長の職務

２　主幹の職務

４　級

１　課長補佐の職務

２　主査の職務

３　高度の知識，経験を必要とする係長等の職務

２　副参事の職務

６　級
１　次長の職務

２　参事の職務

５　級
１　課長の職務

２　上席参事の職務
７　級

１　部長の職務



（４）昇給

合　　　計 一般行政職

　　職　　員　　数　　　　　　　　　（Ａ）（人） 15 15

　　昇給に係る職員数　　 　 　　（Ｂ）（人） 14 14

　　２　号　給　　　（人）

　　４　号　給　　　（人）

　　６　号　給　　　（人）

　　８　号　給　　　（人）

　　　　号　給　　　（人）

93.0 93.0

　　　職　　員　　数　　　　　　　　（Ａ）（人） 16 16

　　　昇給に係る職員数　　　　　（Ｂ）（人） 15 15

　　２　号　給　　　（人）

　　４　号　給　　　（人）

　　６　号　給　　　（人）

　　８　号　給　　　（人）

　　　　号　給　　　（人）

94.0 94.0

号給数別内訳

区　　　　　　　　　分

号給数別内訳

本年度

　　比　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　　　（％）

前年度

　　比　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　　　　　　　　（％）



（５）期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６月（月分） 12月（月分） （ 月 計 ）

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３５年勤続の者

（月分）
最 高 限 度

（月分）

支 給 率 等 27.025 36.57 52.44 52.44

国　 の　 制　 度
（ 支 給 率 等 ）

25.55625 34.5825 49.59 49.59

（７）地域手当

（８）その他の手当

同

異

異

2.20

差　　　　　　異　　　　　の　　　　　内　　　　　容

通 勤 手 当
２キロメートル未満の自動車等使用者に２，３００円支給
２キロメートル区分ごとに基準額及び加算額制を導入

扶 養 手 当

区 分

本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

支給期別支給率

定年前早期退職特例措置（３％～４５％加算）

備　　　　　　　　考

役職別加算　　　　有

国 の 制 度 と の 異 同

4.10

4.10

住 居 手 当

区 分

国と同様のほか，持家一律３，０００円支給

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

役職別加算　　　　有

役職別加算　　　　有

1.90

2.201.90

2.20

1.90

4.10

　支給対象地域 市内全域

　支給率　　　　　　　　　　　　　　　　（％）

　支給対象職員数 　　　　　　　　 　（人）

　国の指定基準に基づく支給率　　（％）

2.0

15

6.0


